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( 1面) 地方税法改正

( 2面) 用途地域地区素案

地
方
税
法
が
改
正
に
な
り
ま
し
た

昭
和
五
十
五
年
度
個
人
住
民
税
(
特
別
区
民
税
、都
民
税
)
の

改
正
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
皆
さ
ん
が
納
め
る
区
民

税
は

、
明
る
く
住
み
よ
い
足
立
区
を
つ
く
る
た
め
に
有
効
に

使
わ
れ
て
い
ま
す
。
正
し
い
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し

ま
す

。く
わ
し
く
は

、第
一
課
税
係
、ま
た
は
第
二
課
税
係
へ
。

◎均等割額の改正　( 　　) は改正前

区民税　2, 000円( 1, 700円)

都 民 税　　500 円( 300 円)

◎ 均等割の税率の軽減額の改正

均等割を納付する義務がある控除対象配偶者

または扶養親族は、均等割税額から1, 000円

( 900円) を減じた額とする。また、上記の者

を2人以上有する納税義務者は、均等割税額

から700円( 600 円) を減じた額とする。

◎ 均等割非課税限度額の改正

昭和55年1月1日現在、足立区に住所を有す

る人で、前年中の所得の金額が{控除対象配

偶者+扶養親族数+1} × 22万円( 20万円)

以下の人には均等割も課税されません。

なお、所得額の判定は、特別控除〔青色申告

控除等〕前の額で行います。

◎ 区民税所得割
税率区分の改正　(　　)は改正前

◎ 分離長期譲渡所得に対する所得割の改正 ※ 印は改正前

◎ 住民税所得控除額の改正　 ( 　　) は改正前
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明
る
く
住
み
よ
い
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
た
め
に

用
途
地
域
地
区
の
再
検
討
を
実
施

改
正
素
案
で
き
あ
が
る

現
在
、東
京
都
で
は
、土
地
利
用

に
関
す
る
基
本
方
針
を
定
め
、用
途

地
域
お
よ
び
そ
の
他
の
地
域
地
区
の

再
検
討
を
行
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
、昭
和
四
十
八
年
十
一
月

に
用
途
地
域
地
区
の
全
面
的
な
改
正

を
行
っ
た
の
ち
、①
建
築
基
単
法
改

正
に
よ
る
第
二
種
住
居
専
用
地
域
内

の
建
築
制
限
の
強
化
と
、東
京
都
日

影
規
制
条
例
の
付
帯
決
議
に
よ
る
早

期
の
用
途
川
域
再
検
討
の
要
請
　
②

都
市
計
画
事
業
の
進
歩
　
③
地
区

特
性
の
変
化
　
④
住
民
要
望
の
変
化

等
に
よ
り
再
検
討
を
行
う
こ
と
に
な

っ
た
も
の
で
す
。

足
立
区
に
お
い
て
も
、
足
立
区
都

市
計
画
審
議
会
で
審
議
を
重
ね
て
、

こ
の
た
び
都
の
基
本
方
針
・
指
定
基

串
に
基
づ
き
、
当
区
の
地
域
特
性
を

考
慮
し
、
地
区
の
発
展
推
移
や
足
立

区
基
本
構
想
を
配
慮
し
て
「
足
立
区

地
域
地
区
改
正
素
案
」を
作
成
し
ま

し
た
。(
改
正
素
案
図
・
改
正
素
案

一
覧
表
を
参
照
く
だ
さ
い
)

区
は
今
後
、こ
の
素
案
を
も
と
に

左
表
の
と
お
り
地
元
説
明
会
を
行

い
、皆
さ
ん
の
ご
意
見
・
ご
要
望
を

い
た
だ
き
、そ
れ
を
足
立
区
都
市
計

画
審
議
会
に
は
か
っ
て
、足
立
区
案

を
決
定
し
ま
す
。

用
途
地
域
地
区
改
正
素
案
図

◎ 現行工業地域・準工業地域( 第2種特別
工業地区を除く) には第3種高度地区を
指定します( ―部除外区域があります)

◎ 道路沿いの指定は道路から20メートルを
原 則としています

凡

例

用途地域地区改正素案一覧表

※ 用 途 の 凡 例
1　住　専→第1種住居専用地域　　商　　業→商業地域

2　住　専→第2種住居専用地域　　準　　工→準工業地域
住　　居→住居地域　　　　　　　 準工2 特→ 第2 種特別工業地区

近　　商→近隣商業地域

地元説明会日程表

◎ 時間は、午後7時から9時まで
◎ メモ用紙、筆記用具などをお持ち
になると便利と思われます。

再検討スケジュール表

● ご意見・ご要望受付期間→5月31日まで

□
地
域
地
区
と
は

都
市
は
多
く
の
人
間
や
建
物
か
集

ま
っ
た
も
の
で
す
。
ま
た
、
都
市
は

急
速
に
変
化
し
つ
つ
あ
り
ま
す
。
こ

の
現
象
を
放
置
す
れ
ば
都
市
公
害
が

発
生
し
、
生
活
環
境
が
破
壊
さ
れ
る

と
と
も
に
、
都
市
機
能
が
乱
れ
、
ま

た
災
害
に
も
弱
い
衝
に
な
っ
て
し
ま

い
ま
す
。
こ
れ
を
防
止
し
、
都
市
全

体
を
計
画
的
に
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
す
る

た
め
に
、
地
域
地
区
を
区
分
し
て
、

建
物
を
建
て
る
楊
合
の
守
る
べ
き
ル

ー
ル
を
定
め
る
も
の
で
す
。

□
建
ぺ
い
率
と
は

建
ぺ
い
率
と
は
、
建
物
の
建
築
面

積
の
敷
地
面
積
に
対
す
る
割
合
(
普

通
百
分
率
<
パ
ー
セ
ン
ト
>
で
表
わ

し
ま
す
)
を
い
い
ま
す

。

□
容
積
率
と
は

容
積
率
と
は
、建
物
の
各
階
の
床

面
積
の
合
計
の
敷
地
面
積
に
対
す
る

割
合
(
普
通
百
分
率
<
パ
ー
セ
ン

ト
>
で
表
わ
し
ま
す
)
を
い
い
ま
す
。

□
高
度
地
区
と
は

建
築
物
の
高
さ
の
最
高
限
度
を
定

め
る
も
の
で
、第
一
種
か
ら
第
三
種

ま
で
あ
り
ま
す
。(
図
Ⅰ
を
参
照
し

て
く
だ
さ
い
)

こ
れ
は
、
日
照
、
通
風
。採
光
な

ど
の
条
件
を
保
護
し
、
隣
接
建
物
か

ら
受
け
る
圧
迫
感
を
緩
和
す
る
た
め

の
も
の
で
す
。

□
防
火
地
域
と
は

都
市
に
は
建
物
が
密
集
し
て
い
る

の
で
、
火
災
か
起
き
た
場
合
、
極
力

ほ
か
の
難
物
に
延
焼
し
な
い
よ
う
、

難
物
を
燃
え
に
く
い
構
造
に
規
制
し

て
、
集
団
的
な
都
市
防
火
を
図
る
こ

と
が
重
要
で
す
。
こ
れ
を
防
火
地
域

制
と
い
い
、防
火
地
域
と
準
防
火
地

域
に
分
か
れ
て
い
ま
す
。

規
制
内
容
に
つ
い
て
は
、図
Ⅱ
を

参
照
し
て
く
だ
さ
い
。

◎
用
途
地
域
地
区
改
正
素
案
に
つ
い

て
の
お
問
い
合
わ
せ
は
、
都
市
計
画

係
へ
ど
う
ぞ
。

(
図
Ⅰ
)

( 図Ⅱ)防
火
地
域
及
び
準
防
火
地
域
内
の
構
造
制
限

T・Y　237, 000


